
「核融合専門部会の設置について」の一部改正について 
 
 

平成１９年９月２５日 
原 子 力 委 員 会 決 定 

 
 
我が国の核融合研究開発は、原子力政策大綱において「革新的な技術

概念に基づく技術システムの実現可能性を探索する研究開発」として位

置付けられている。 
原子力委員会では、核融合専門部会（平成１３年７月１０日設置）に

おいて核融合研究開発の総合的なチェック・アンド・レビューを実施し、

平成１７年に、原子力政策大綱を踏まえ、報告書「今後の核融合研究開

発の推進方策について」を取りまとめた。その結果、原子力委員会は核

融合研究開発に関する基本方針の調査審議を引き続き行うものとし、状

況の変化が生じた際には、再び核融合研究開発の基本方針についてチェ

ック・アンド・レビューを行うこととしている。 
現在、ＩＴＥＲ計画の本格化や幅広いアプローチの始動等により、そ

の状況に新たな展開が見られており、核融合研究開発については、その

全体を俯瞰して連携・協力を進める全日本的な取組が必要である。 
そこで、原子力委員会は、核融合研究開発に関し、適宜適切にその進

捗状況を把握し、関係機関等に対して速やかに必要な提言・助言等を実

施していく必要性があることを踏まえ、「核融合専門部会の設置につい

て」（平成１３年７月１０日 原子力委員会決定）の一部を別紙のとおり

改正し、当該専門部会において必要な調査審議を行うこととする。 
また、原子力委員会政策評価部会において実施する原子力政策の妥当

性の評価のうち、核融合研究開発に関する部分については、本専門部会

において実施することとする。 
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（別紙） 
 

核融合専門部会の設置について 
 

平成１３年７月１０日 
原子力委員会決定 
平成１９年９月２５日 
一 部 改 正

 
 

１．趣旨 
 未来のエネルギー選択肢の幅を広げ、その実現可能性を高める観点か

ら進められている核融合の研究開発について、その総合的かつ効果的な

推進に必要な調査審議を行うため、「核融合専門部会」を設置する。 
 
２．調査審議事項 
（１）核融合研究開発に関する計画の総合的な推進に関する事項 
（２）核融合研究開発の国際協力に関する事項 
（３）核融合研究開発の進捗状況及びその評価に関する事項 
（４）その他、原子力委員会が指示する事項 
 
３．構成 
別途定めることとする。 

 
４．その他 
（１）核融合専門部会の運営については、原子力委員会専門部会等運営

規定を適用する。 
（２）原子力政策の妥当性の評価の実施に当たっては、「原子力の研究、

開発及び利用に関する政策評価実施要領」（平成１８年４月１１日 

原子力委員会決定）を準用する。 



核融合専門部会の構成員について 

 

 

平成１９年９月２５日 

原 子力委員会決定 

 

 

 

 

 「核融合専門部会の設置について」（平成１３年７月１０日原子力委員会

決定、平成１９年９月２５日一部改正）に基づき、核融合専門部会を構成

する原子力委員会委員長、委員及び専門委員を別紙のとおりとする。 



別 紙 

 

核融合専門部会の構成員 

 

池田 右二  元在ウィーン国際機関日本政府代表部特命全権大使 

伊藤 早苗  九州大学 応用力学研究所 教授 

植弘 崇嗣  (独) 国立環境研究所 環境研究基盤技術ラボラトリー長 

内山 洋司  筑波大学大学院 システム情報工学研究科リスク工学専攻

教授 

小川 雄一  東京大学 高温プラズマ研究センター長 教授 

尾崎 章   (社)日本原子力産業協会 政策本部調査役 

木村 晃彦  京都大学 エネルギー理工学研究所 教授 

後藤 清   東京電力（株）執行役員 技術開発研究所 所長 

高村 秀一  愛知工業大学 工学部電気学科 教授 

常松 俊秀  (独) 日本原子力研究開発機構 核融合研究開発部門長 

寺井 隆幸  東京大学大学院工学系研究科原子力国際専攻 教授 

三間 圀興  大阪大学 レーザーエネルギー学研究センター 教授 

本島 修   自然科学研究機構 核融合科学研究所所長 理事・副機構長 

山下 ゆかり (財)日本エネルギー経済研究所地球環境ユニット総括研究

主幹 

 

 

原子力委員会委員長及び委員については、原子力政策の妥当性の評価に

関する調査審議を行う場合に限り構成員として出席する。 
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